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要   旨 

 
著者らは，鋼桁上部工とREED工法橋脚の剛結による上下部一体構造橋梁のRI-Bridge工法を

提案した．同工法橋梁は，ラーメン形式の構造のメリットとREED工法橋脚のメリットの双方を
併せ持つ，新しい構造形式の橋梁である．本工法の構造上の課題は，ストライプＨの定着性能
を明らかにし，定着長算定式を構築することと，本部材接合部が塑性域を超える大変形領域ま
での耐震性能を有していることを確認することにあった．そこで，本研究では，定着性能を明
らかにするための要素試験体をによる，引抜き試験を実施し，その結果を用いて定着長算定式
を構築するとともに，実構造の1/4スケールモデル橋梁試験体を作製し，正負交番載荷試験を
実施することによって，所要の耐震性能を確認した． 
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Synopsis: 
The authors proposed a new integrated bridge, RI-Bridge Method, between a REED method bridge pier and a 

steel girder. This new structure bridge has both merits of a Rahmen structure and REED method bridge pier. On 
this structure, there were two technical subjects to be solved. The first is to clarify a bond characteristics between 
concrete and Stripe H and to formulate an equation to calculate a bond length. The second is to confirm the 
seismic efficiency on the state of a large deformation scale over the steel yielding. Therefore the authors 
conducted structural experiments. For estimating a bond characteristics between concrete and Stripe H, tensile 
tests of model specimen of anchor elements were carried out. And then the results were analyzed and a bond 
length equation had been formulated. Furthermore scale model specimen of a bridge structure was constructed, 
and the reverse cyclic loading test of that was carried out and the enough seismic efficiency of the structure was 
estimated.  

 ＊１ 本店 土木技術部 



 
1. はじめに 
鋼桁上部構造と RC 橋脚下部構造とを剛結し，ラーメ

ン形式とする上下部一体構造橋梁は，橋脚，桁を含む橋
梁全体系で挙動するため耐震性能が向上するのみならず，
落橋に対して安全であることや，橋脚基部の曲げモーメ
ントを小さくできるといったメリットがある．また，支
承や落橋防止装置を省略できることから，経済的である
とともに維持・管理費の縮減にも繋がる．近年，こうし
た背景から上下部一体構造橋梁が採用されるケースが多
くなってきており，種々の剛結構造が提案されている 1)． 
一方，急速施工が可能で耐震性，耐久性に優れる橋脚
としてプレキャスト型枠と突起付き H 形鋼を用いた橋脚
の構築工法の REED 工法がある 2)．REED 工法橋脚には主
鋼材に H 形鋼のフランジ外面に異形加工を施した突起付
き H 形鋼の｢ストライプＨ」が用いられ，躯体の表面に
は施工の合理化と耐久性の向上を意図して鋼繊維補強プ
レキャスト型枠「SEED フォーム」を配置している． 
そこで本研究では，鋼桁と REED 工法橋脚を剛結し，
ラーメン形式の構造とすることによって，REED 工法橋
脚のメリットと剛結構造のメリットの双方を併せ持つ構
造とすることができる RI(Rapid Integrated)-Bridge 工
法を提案する．RI-Bridge 工法の概要を図-1に示す．本
工法はさまざまな鋼桁上部工への適用が可能（図-2）で
あり，2 主桁以上の複数本の主桁を用いる多主鋼 I 桁や
箱桁，2 主箱桁にも適用可能であり，適用範囲が広い工
法である．しかし，異なる部材の接合部である剛結部の
力学的な挙動は複雑であり，ストライプＨを剛結部に定
着した場合の定着耐力や耐震挙動が明らかではなく，設
計手法が明確ではない．そこで本研究は，本剛結構造の
設計上の課題を明らかにし，それらを定量的に評価する
ことを意図した各種構造実験を行ったものである． 
 
2. 提案剛結構造の概要と技術課題 
2.1 構造の詳細と特徴 
従来の上下部一体構造（図-3(a)）である鋼桁と RC 橋
脚との剛結構造の施工手順は，まず，RC 橋脚上に仮受
け材を設置し，その仮受け材上に鋼桁を設置する．つぎ
に，主桁下フランジ下面位置まで仮受け材を埋め込んだ
状態でコンクリートを打設し，鋼桁が RC 橋脚上に載っ
ている状態にする．最後に，主桁と横桁とによって囲ま
れた空間にコンクリートを打設し，鋼桁と RC 橋脚とを
剛結する 1)．ここで，桁から橋脚への力の伝達は，主桁
→横桁→横桁のスタッド→剛結部コンクリート→橋脚主
筋→橋脚，および主桁→主桁および横桁の下フランジ→
橋脚の 2 つの経路で行われる．しかし，この伝達方式で
は，前者と後者の力の分担率，さらにスタッドの作用せ
ん断力分布，コンクリートの支圧応力分布が不明確であ
るため，個々の案件に対して FEM 解析による照査を行っ
ているのが現状である．また，剛結部内に配置されたス
タッドの作用せん断力を分散させるため，多量のせん断
補強筋が必要となり，配筋作業が非常に煩雑であり，大
きな問題となっている． 
そこで，RI-Bridge 工法はこれらを解消するために力

の伝達が明快な構造の剛結構造とした．図-3(b)に提案
剛結構造の概要を，図-4にはセル構造の断面図を示す．
橋脚の主鋼材のストライプＨを，鋼桁の剛結部位置の横
桁内の空間を鋼板で仕切られた多室構造（セル構造）内
まで延伸させ，セル構造内にコンクリートを充填して鋼
桁と橋脚とを一体化する構造である．横桁と充填コンク
リートとはスタッド，およびそのせん断補強筋によって

一体化し，ストライプＨと充填コンクリートはその付着
によって一体化する．また，下フランジ直下にゴム板等
の緩衝材を敷設し，鋼桁下フランジから橋脚への支圧に
よる力の伝達経路が遮断され，橋脚への力の伝達は，主
桁→横桁→横桁のスタッド→横桁セル内の充填コンクリ
ート→ストライプＨ→橋脚に一元化される． 
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図-1 RI-Bride工法の概要 
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図-2  RI-Bridge工法の適用例 
 

 
   (a)従来工法   (b)RI-Bridge 工法 
図-3 従来剛結構造と RI-Bridge工法の概要 
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図-4 セル構造の概念 



 
2.2 技術課題 
RI-Bridge 工法は力の伝達が明快な剛結構造であり，
従来の鋼桁と RC 橋脚における設計上および施工上の問
題点を解消したものである．しかし，ストライプＨをコ
ンクリートが充填された剛結部セル構造内に定着した場
合の定着耐力や，本接合部の塑性域を超える変形領域に
おける耐震挙動が明らかでなく，これらを詳細に把握す
る必要がある．以降では，本工法の技術課題として以下
の 2項目に着目し，検討する． 
① ストライプＨの定着耐力の把握 
② 上下部一体構造の耐震挙動の把握 
①に対しては，セル構造内に定着されたストライプＨ

を取り出した実大および 1/4 スケール要素試験体による
引抜き実験を各種パラメータに対して行い，ストライプ
Ｈの付着性状を明らかにし，定着長算定式を構築する． 
②に対しては，提案上下部一体構造の想定実構造に対
する 1/4 スケール試験体を作製し，正負交番載荷試験を
実施し，耐震性能を明らかにする． 
 
3. 要素試験体の引抜き試験と定着長算定式 
3.1 要素試験体と引抜き試験の概要 
横桁ウェブ鋼板とセル鋼板とで構成するセル構造 1 室
を想定した筒状の矩形断面の中にストライプＨを所定の
長さ挿入し，断面内にコンクリートを充填して筒状の矩
形断面とストライプＨとを一体化した実験供試体を製作
し，矩形断面端，およびストライプＨ端をピン支持して
引張力を加えた．ここで，実構造においては拘束に寄与
する鋼殻のセルを隣のセルと共有するため想定する鋼板
厚さの半分の厚さを設定する．図-5に概要を示す. 
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図-5 実験方法の概要 

 
3.2 ストライプＨの付着性状と引抜き試験のパラメータ 
ストライプＨをマッシブなコンクリートに定着する場
合は，図-6に示すようにストライプＨを取り囲むように
定着補強筋を配置し，付着強度低下の原因となる割裂ひ
び割れを抑制する方法がとられている 3)．この場合の付
着強度は，割裂ひび割れ面を横切る補強鉄筋の鉄筋比を
意味する拘束係数(Kc)と付着強度(τB)の間には強い相
関関係（図-7）が見られ，τBは Kcの 1 次式で表すこと
ができることがわかっている 3)． 
 
 cB K×+= 20279.4τ  〔1〕 

ここに，τB ：付着強度(N/mm2) 
 Kｃ ：拘束係数 = As/(B・S) 
 AS ：定着補強筋断面積(mm2) 
 B ：ストライプＨのフランジ幅(mm) 
 S ：定着補強鉄筋配置間隔(mm) 

図-6に示すように，本構造においても，割裂ひび割れ
をセル鋼板が抑制すると考えられる．同様のメカニズム
を仮定して定義される拘束係数は式〔2〕で表される．
ただし，セル鋼板は隣り合う 2 つのセルを拘束するため，
考慮するセル鋼板の厚さは 1/2 の値となる． 
 

BtKc /=  〔2〕 

ここに， t ：セル鋼板厚さの 1/2 の値(mm) 
 
以上より，横桁セル内に定着されたストライプＨの定
着性能の検討において，一般的なパラメータであるコン
クリート強度や定着長さに着目するとともに，セル鋼板
の厚さや間隔の影響についても検討するものとする． 
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図-6 付着割裂ひび割れと定着補強の概念 
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図-7 付着強度(τB)と定着補強筋(Kc)の関係

3) 
 
3.3 引抜き試験の詳細と結果 
(1) 試験体の詳細 
試験体は，実物大と実大の 1/4 を想定した． 
実物大の試験においてはストライプＨに DH200×204
×8×12（突起高 1.5mm，ピッチ 15mm）を用いた．パラ
メータはセル鋼板厚，セル鋼板間隔，コンクリート強度，
ならびにストライプＨの定着長とし，計 7 体の試験を行
なった．セル鋼板厚は，実構造の板厚 6mm～25mm を想定
し，その約 1/2 である 3.2mm～12mm とした．セル鋼板間
隔は，実構造のストライプＨの間隔を想定し，400mm～
1000mm とした．ストライプＨの定着長は，実験装置の
能力を鑑み，フランジ幅の 1.25 倍および 2.5 倍とした． 
実大の 1/4 を想定した試験においては，縮小模型を作
製し，定着長のみを異ならせた計 4 体について試験を行
なった．ストライプＨの縮小模型は DH75×75×6(4.5)
×4.5 とし，フランジ厚 4.5mm に高さ 1.5mm の突起が
15mm ピッチとなるように機械加工した．セル鋼板は拘
束係数 Kc＝0.4 となるようにセル鋼板の板厚を 3mm とし，
間隔を 200mm とした．横桁ウェブ鋼板の板厚は 9mm とし
た．定着長はフランジ幅の 1.25～5.7 倍とした． 



 
図-8および図- 9には，実験供試体の寸法を示す．全
ての実験供試体において定着始端となる部分に図中に斜
線で示すストライプＨの付着を物理的に除いた非付着領
域をストライプＨサイズの 2 倍程度の区間設けた．試験
体に使用した鋼板の機械的性質を表-1および表-2に示す．
また，表-3には試験体詳細の一覧を示す． 
 
(2) 載荷試験と結果 
 載荷は荷重制御とし，軸方向に引張力を加え，試験体
を終局に至らしめた．試験結果を表-3に示す．試験体は
H75-4 を除くすべてにおいてコンクリートとストライプ
Ｈの付着面でずれが生じて耐力が低下する付着破壊によ
って終局を迎えた．H75-4 はストライプＨの破断により
終局を迎えた．なお, 付着強度(τB)は引張力が作用方
向における最大平均付着応力であり，観察された最大荷
重を付着面積(AB)で除して得られるものである．このと
きの付着面積には突起形状であるフランジ外側面のみを
考慮し，τBは以下の式により得るものとした．  
 BB APmax=τ  〔3〕 

ここに， τB ：付着強度(N/mm2) 
 Pmax ：実験で観察された最大荷重(N) 
 AB ：付着面積 =2BL (mm2) 
 B ：フランジ幅(mm) 
 L ：定着長さ(mm) 
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図-8 試験体 H75-1～4 
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(a)H200-1～3,7(b) H200-4  (c) H200-5  (d) H200-6 

図- 9 試験体 H200-1～7 
 
表-1 使用鋼板(SM490A)の機械的性質(H75-1～4) 
板厚
(mm) 

上降伏点
(N/mm2) 

下降伏点
(N/mm2) 

引張強度
(N/mm2) 

ヤング係数
(kN/mm2) 

ポアソ
ン比 

伸び率 
（%） 

3 395 390 574 207 0.29 30.4 
4.5 407 404 580 200 0.29 29.9 
6 352 347 555 209 0.29 34.2 
9 358 346 548 204 0.29 35.4 
4.3 361 360 595 － － 24.0 
3mm:横桁セル鋼板,9mm:横桁鋼板,4.5mm:ｳｪﾌﾞ鋼板 
6mm:ﾌﾗﾝｼﾞ鋼板(突起加工前),4.3mm:ﾌﾗﾝｼﾞ鋼板(突起付き) 
注：板厚 4.3mm は 1.5mm の突起付き試験片 
 
表-2 使用鋼板(SM490A)の機械的性質(H200-1～7) 
板厚
(mm) 

上 
降伏点
(N/mm2) 

下 
降伏点
(N/mm2) 

引張 
強度
(N/mm2) 

ヤング
係数
(kN/mm2) 

ﾎﾟｱｿﾝ
比 

伸び
率 
（%） 

3.2 － 373 542 177 0.26 29.9 
6 317 302 446 195 0.29 27.4 
12* 283 271 437 202 0.29 29.5 
12** 303 280 374 195 0.29 29.9 
DHF 415 402 540 － － 25.0 
DHW 417 394 531 206 0.27 21.9 
注：*は H200-1，**は H200-2～7 の横桁ウェブ鋼板 
 DHF・DHW はストライプＨのフランジ・ウェブ 
 
(3) コンクリート強度の影響 
コンクリート強度のみの異なる試験体 H200-3 と
H200-7 のτB とコンクリート強度の平方根の値との関係
を図-10に示す．同図より，τB とコンクリート強度の平
方根の間には強い相関関係が見られ，τB はコンクリー
ト強度の平方根に比例することがわかる． 

 
表-3 試験体と試験結果の一覧 

No. B
mm

L
mm

D
mm L/B t

mm
Kc

fc'
(N/mm2)

τB,exp
(N/mm2)

τB,exp
　fc'

0.5
τB,exp
τB,cal

破壊形態

H75-1 75 95 200 1.27 3.0 0.040 25.3 11.9 2.36 1.21 付着破壊
H75-2 75 190 200 2.53 3.0 0.040 25.6 9.6 1.90 1.25 付着破壊
H75-3 75 300 200 4.00 3.0 0.040 25.2 9.9 1.97 1.30 付着破壊
H75-4 75 427 200 5.69 3.0 0.040 24.9 8.1 1.63 1.08 鋼材破断
H200-1 204 250 700 1.23 12.0 0.059 30.3 11.5 2.08 0.99 付着破壊
H200-2 204 250 700 1.23 3.2 0.016 36.1 10.2 1.70 0.96 付着破壊
H200-3 204 250 700 1.23 6.0 0.029 34.8 11.9 2.01 1.08 付着破壊
H200-4 204 500 700 2.45 6.0 0.029 34.6 8.6 1.46 1.00 付着破壊
H200-5 204 250 400 1.23 6.0 0.029 37.0 11.4 1.87 1.00 付着破壊
H200-6 204 250 1000 1.23 6.0 0.029 35.9 10.1 1.69 0.90 付着破壊
H200-7 204 250 700 1.23 6.0 0.029 64.5 16.0 1.99 1.06 付着破壊
fc'：コンクリート強度，τB,exp：付着強度の実験値（=最大荷重／2BL），τB,cal：付着強度の計算値（式4,5）
Kc=t/B,t：鋼板厚さ，B：突起付きH形鋼フランジ幅，   
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図-10 コンクリート強度の影響 

 
(4) セル鋼板の間隔と拘束効果の影響 
セル鋼板の厚さと間隔を変数とした H200-1～7 のτB

をコンクリート強度の平方根で除したτB/fc’0.5と Kcの関
係を図-11に示す．Kc が大きいほどτB/fc’0.5 が大きい傾
向が見られる．ここで，L が B の 1.25 倍(L=1.25B)であ
る H200-1～3 および H200-5～7 のτB/fc’0.5と Kcの関係に
線形関係を仮定して最小 2 乗法により傾きを求めること
により式〔4〕を得る．一方，L が B の 2.5 倍である
H200-4 のτB は定着長さの影響によりτB が減少してい
る．これより，式〔4〕を H200-4 の実験結果に一致する
ように係数を低減させて式〔5〕が得られる． 
 

 ( )82.095.300.2' +⋅×= ccB Kfτ  〔4〕 

 ( )82.095.355.1' +⋅×= ccB Kfτ  〔5〕 

ここに， fc’ ：コンクリート強度(N/mm2) 
 KC ：拘束係数 = t/B 
 B ：フランジ幅(mm) 
 t ：鋼板厚さ(mm) 
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図-11 セル鋼板の拘束効果の影響 

 
(5) 定着長さと寸法効果の影響 
定着長を変数とした H75-1～4 の付着強度の実験値 
(τB,exp)を fc’の平方根で除した値と，L を B で除して無
次元化した値(L/B)との関係を図- 12に示す．L が B の
2.53 倍である H75-2 は，L が B の 1.27 倍である H75-1
に比べてτB,exp/fc’0.5 が 20％程度低い．これは，Ｈ-200
を用いた H200-1～7 の場合とほぼ同じ程度の割合の低下
であり，先に示された定着長に応じた付着応力の低減の
妥当性を示すものである．一方，L が B の 4 倍である
H75-3 のτB,exp/fc’0.5は H75-2 とほぼ同等であり，ＬがＢ
の 2.5 倍程度より長い領域では，定着長Ｌが長くなるこ
とに伴う付着強度の低下する割合はほぼ一定であると言
える．τB,exp/fc’0.5の値は H200-1～7 と H75-1～4 とでは

異なり，H75-1～4 の値は H200-1～7 の値の 1.25 倍程度
である．これは，縮小模型の寸法効果の影響であると考
えられるが，既往の研究成果から，H-200～300 の範囲
では寸法効果が見られない 3)ことから，実用サイズの
H-150～300 においては寸法効果の影響はおおよそ無視
して差し支えないものと考えられる． 
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図- 12 τBと L/Bの関係 

 
3.4 定着長算定式 
本構造におけるストライプＨの定着性能には，橋脚部
材が塑性域を超える大変形領域においても付着破壊しな
いことが要求される.したがって，本定着性能はストラ
イプＨの破断荷重に対して保証されなければならない．
以上より，ストライプＨの破断強度に相当する引張力と
付着強度に相当する抵抗力に対する力の釣り合い式を構
築し，定着長さについて解いて式〔6〕が得られる. 
 

 
Bdudsud

udnd

BfAL
LLL

τ2
2/
×=

+=
 〔6〕 

ここに， Ld ：設計定着長さ 
 Ln ：定着遷移域長さ 
 Lud ：付着定着長さ 
 As ：ストライプＨの断面積 
 fud ：ストライプＨの設計引張強度(=fuk/γs) 
 fuk ：ストライプＨの引張強度の特性値 
 γs ：材料係数(=1.0) 
 τBd ：設計付着強度(τBk/γc) 
 τBk ：付着強度の特性値 式〔5〕により算出 
 γc ：材料係数 
  (=1.3：ただしfc’>60N/mm2のとき =1.5)  
同算定式は前述の引抜き試験結果より得られた付着強
度をもとに構築したものであるが，引抜き実験は高強度
コンクリート(≧60N/mm2)についての実験データが少な
いことから，γc=1.5 として安全側の評価をするように
配慮した．また，引抜き試験においては非定着区間を設
けたが，実構造においては図-13に示すような付着応力
が定着始端から Ln の位置まで線形に付着応力が向上す
る三角形分布を仮定した． 
 

（スタッド1本分の高さ）
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Lｄ =
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a：45°の圧縮ストラット
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図-13 定着遷移区間の定義 



 
4. 上下部一体構造試験体の正負交番載荷試験 
4.1 実験の目的 
提案する上下部構造は十分な耐力と変形性能を有した
ものでなければならない．すなわち，剛結部直下の橋脚
部において塑性ヒンジを形成し，橋脚部の終局にいたる
まで剛結部は剛でなければならない．以上のことが成立
するために必要な事項を以下に列挙する． 
・主桁が降伏しない． 
・横桁が降伏しない． 
・剛結部直下の橋脚部に塑性ヒンジが形成され，その
位置が終局部位となる． 
・終局断面となる橋脚部において十分な曲げ耐力と変
形性能が発揮される． 
 
4.2 試験体と正負交番載荷試験の概要 
先に示した事項を確認するために，実橋を 1/4 にスケ
ールダウンした縮小試験体による正負交番載荷試験を実
施した．試験は鋼桁を床に対して片側をピン支持，片側
ローラー支持で固定し，柱部に軸力と水平力を作用させ
ることにより行なった．試験の概要を図-14に示す．試
験体は剛結部のコンクリート強度の異なる 2 体とし，
各々のコンクリート強度に対応する定着長を設定した．
試験体一覧を表-4に，材料の物性値の一覧を表-5および
表-6に示す．試験体の概要を図-15および図-16に示す． 
 

表-4 試験体の一覧 
柱  部 剛 結 部  

fc’ N ps pW fc’ L 
FC30 32.7 37.1 500 
FC60 27.0 

276.3 
σn=0.5 

1.42 0.224 
64.6 400 

fc’：コンクリート強度(N/mm2)，N：軸力(N)，σn：軸応力
(N/mm2)，ps：引張鋼材比(%)，pw：帯鉄筋比(%)，L：定着長(mm) 

載荷は、上部工自重を想定した一定軸圧縮力(N)を作
用させた状態で、橋脚断面のストライプＨが降伏ひずみ
に達したときの水平変位をδy とし，その倍数で漸増さ
せた。地震動に内陸直下型地震を想定し，繰り返し回数
は 1回とした． 
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図-14 正負交番載荷試験の概要 

 
表-5 コンクリートの力学的特性値の一覧 

fc' ft fc' ft
FC30 32.7 2.71 37.1 2.97
FC60 27.0 2.60 64.6 4.08

柱部 剛結部

 
fc’：コンクリート強度(N/mm2)，ft：割裂強度(N/mm2)  
表-6 鋼材の力学的特性値の一覧 

部位 板厚，鉄筋径 fy fu
主桁 19 353 538
横桁・主桁補剛材 12 372 531
セル鋼板 6 392 551
ストライプＨウェブ 4.5 415 577
ストライプＨフランジ＊ 4.5 435 606
帯鉄筋 10 349 507
＊：6mm厚の板材を切削し，1.5mm高さの突起を設けている
fy：降伏強度(N/mm

2)，fu：引張強度(N/mm
2)   

 
図-15 正負交番載荷試験体の形状寸法１ 



 

 
図-16 正負交番載荷試験体の形状寸法２ 

 
4.3 実験結果 
(1) 橋梁全体系における変形性状 
試験体 FC30 と FC60 の水平荷重と水平変位の関係を
図-17に示す．両試験体とも 11δy 負側の載荷を終えて，
12δy 正側載荷の途中でストライプＨの破断が生じて大
きく水平荷重が低下し終局に至った．負側載荷におい
ては，FC30 では 12δy の途中，FC60 では 13δy の途中
でストライプＨが破断し終局に至った．各試験体の 5δ

y 正側載荷ピーク時の計測変位より得た変形図を図-18
に示す．両試験体とも鋼桁のたわみはきわめて小さく，
剛結部近傍の橋脚部においてたわみ角が卓越し，この
位置に塑性ヒンジが形成されていることが確認できる．  
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図-17 水平荷重と水平変位の関係 
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図-18 変形図（+5δy時：変位倍率 10倍） 
 
(2) 主桁の発生ひずみ 
図-19に FC30 の主桁フランジ位置の発生ひずみと水
平荷重の関係の履歴を示す．同図には，弾性状態を仮
定して計算した発生ひずみの計算値をあわせて示した．
各載荷ループのピーク時における発生ひずみは計算値

と良く対応し，同ひずみの最大値も主桁フランジ鋼板
の降伏ひずみ（εy=1782μ）を下回っていて，終局時に
おいても弾性状態にあることがわかる． 
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図-19 鋼桁フランジひずみの履歴(FC30) 

 
(3) 横桁の発生ひずみ 
図-20および図-21に各試験体の横桁のフランジの発
生ひずみと水平荷重の関係の履歴を示す．同図には，
水平力による作用モーメントが偶力として横桁に作用
すると仮定したひずみの計算値をあわせて示した．各
載荷ループのピーク時におけるひずみは計算値と良く
対応していることから，仮定したメカニズムが妥当で
あることがわかる．また，同ひずみの最大値も同鋼板
の降伏ひずみ（εy=1866μ）を下回っていて，試験体の
終局時においても弾性状態にあることがわかる． 
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図-20 横桁フランジひずみの履歴(FC30) 
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図-21 横桁フランジひずみの履歴(FC60) 

 
(4) 水平荷重と橋脚部の曲げ変形による載荷点水

平変位の関係 
観察された水平変位δは，鋼桁の回転角による水平
変位成分δBeamと橋脚部の曲げ変形δPierに分けられる．  

PierBeam δδδ +=  〔7〕 
ここに， δ  ：橋梁全体系の水平変位 
 Beamδ  ：鋼桁の回転角による水平変位 

 Pierδ  ：橋脚部の曲げ変形による水平変位 
 
以降では，δからδBeam を除し，δPier を算出し，これ

を用いて議論するものとする．ここで，δBeam は実験時
に配置した変位計の値より算出する．得られたδPier を
用いて再整理した載荷結果の一覧を表-7に，水平荷重
の関係の履歴の包絡線を図-22および図-23に示す．ま
た，計算値として道路橋示方書・同解説Ｖ耐震設計編 4)

および鉄道構造物等設計標準・同解説耐震設計 5)に準
じて算出した値をあわせて示した．ここで，道路橋示
方書に準拠した計算値には REED 工法橋脚の変形性能の
向上 2)を考慮した．これによるといずれの試験体も計
算値を上回る水平荷重と変形性能（終局変位）を有し
ていて，本構造が十分な耐震性能を有していることが
確認できる． 
 

表-7 載荷結果(FC30) 
最大荷重 終局変位

水平変位 水平荷重
(mm) (kN) (kN) (mm)

実験値（正側） 11.9 440.9 709.6 175.2
実験値（負側） -10.6 -440.4 706.1 154.2
計算値１ 7.0 429.0 589.8 73.9
計算値２ 13.2 459.8 566.8 82.1
計算値１：道路橋示方書耐震設計編TypeⅡに準拠
計算値２：鉄道構造物当設計標準に準拠

降　　　伏

  
(5) 提案上下部一体構造橋梁の妥当性 
以上により，4.1 節であげた 4 つの成立条件が本提案
構造において成立することが確認された．したがって，
本提案上下部一体構造橋梁の構造的な妥当性が示され
たと言うことができる． 
 
5. まとめ 
鋼桁上部工と REED 工法橋脚の上下部一体構造橋梁構
築工法の RI-Bridge 工法を提案し，構造性能を明らか
にするため，各種構造実験を行った．本検討で得られ
た範囲内での結論を以下に示す． 
(1)ストライプＨの剛結部への定着性能を検討するため，
セル構造要素を取り出した模型試験体を作製し，各

種パラメータに対する引抜き試験を行なった．その
結果，コンクリート強度，セル鋼板の厚さ・間隔お
よびストライプＨの定着長さの影響が明らかにし，
定着長算定式を構築した． 

(2)提案上下部一体構造の 1/4 スケールモデルの模型試
験体を作製し，正負交番載荷試験を行なった．その
結果，剛結部近傍の橋脚部において塑性ヒンジが形
成され，部材の終局時においても主桁および横桁の
フランジ鋼板の発生ひずみは弾性範囲内に収まって
いた．また，橋脚部の変形性能は各種指針に準拠し
た計算結果を上回る耐力と変形性能を有していて，
十分な耐震性能が得られていることが確認された． 

(3)以上より，本提案上下部一体構造の構造性能が明ら
かになるとともに，本構造の妥当性を確認すること
ができた． 
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図-22 水平荷重－ Pierδ 関係の包絡線(FC30) 
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図-23 水平荷重－ Pierδ 関係の包絡線(FC60) 
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